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規制下に於ての地域金融の達成

































































1罎1地元銀行 1他　　　行 1醸1地元銀行1 他　　　　　　　行
青　森 0 0 0 3 2青森、みちのｭ
0
岩　手 0 0 0 2 0 2一勧
秋　田 0 0 0 1 秋田 0
山　形 0 0 0 2 山形 農中
福　島 4 福島 東三、一勧、富士 3 福島 常陽、富士
茨　城 5 常陽 2三和、住友、拓銀 11 5常陽、水戸信 2富士、東三、三和、東海
栃　木 7 6足利 長銀 8 6足利 群馬、東和
郡　馬 11 5群馬 富士、さくら、東海、あさ 11 9群馬 足利、横浜
ひ、横浜、足利
埼玉 19 0 8あさひ、3興銀、2富士29 2武蔵野 10あさひ、4富士、4さく長銀、東三、三和、一勧、 ら、3三和、2東三、2一
さくら、足利 勧、興銀、開銀
新　潟 21 11第四、2北越4興銀、長銀、東三、住友 9 7第四、2北越 0
八十二
富　山 14 8北陸 3一勧、東三、開銀、住信 4 4北陸 0
石　川 16 9北国 5北陸、三和、長銀 7 6北国 福井
福井 7 3福井 2北陸、開銀、長銀 2 福井 北国
山　梨 2 0 一勧、長銀 8 3山中 東三、住友、一勧、富士、
さくら
長　野 1513八十二 長銀、富士 13 10八十二 2さくら、富士
岐阜 20 6十六、5大共 6東海、さくら、興銀、農 9 4大共、3十六 さくら中 岐信
静　岡 31 10静岡、3駿河3興銀、3一勧、3東海、 29 13静岡、2駿河2住友、2一勧、2三和、
清水 3あさひ、2富士、東三、 清水 2東海、富士、さくら、大
三和、菱信、三信 和、農中、中部
三　重 13 4百五 3東海、2一勧、東三、南 3 2百五 東海都、住信、長銀
滋賀 4 滋賀 東海、大和、三和 3 滋賀 東三、一勧
奈　良 4 南都 2住友、東三 0 0 0
和歌山 7 2紀陽 3三和、興銀、住信 0 0 0
鳥取 1 鳥取 0 2 鳥取 山陰合同
島　根 1 山陰合同 0 0 0 0
岡　山 9 5中国 さくら、大和、四国、山陰 2 2中国 0
合同
山　口 9 4山口 一勧、三和、広島、長銀、 0 0 0
三信
徳　島 1 阿波 0 0 0 0
香　川 13 8百十四 3中国、住友、開銀 2 0 伊予、東三
愛　媛 4 3伊予 住友 2 伊予 百十四
高　知 2 2四国 0 2 四国 百十四
佐　賀 3 2佐賀 三和 0 0 0
長　崎 0 0 0 1 十八 0
熊　本 8 3肥後 2あさひ、さくら、福シ、 1 0 富士
西日本
大分 3 2大分 西日本 1 大分 0
宮　崎 1 0 富士 0 0 0
鹿児島 3 2鹿児島 さくら 1 鹿児島 0

































































































企　業　名1 業　　　　　　　　　種 パンクメイン ｽ麟順1 同　出身役員
上　場　企　業
ミ　　ネ　　　ベ　　　ア 機　械（極　小　軸　受） 長　銀 ③　3．2％ 一
三協精機製作所 電　　　気　　　機　　　器 入十二 ②　4．2％ 副　　　社　　　長
K　　　　　O　　　　A 電　気　機　器（固定抵抗器） 八十二 ⑤　4．9％ 一
キッセイ薬品工業 医　　　　　薬　　　　　品 富　士 ③，3．9％ 一
新　光　電　気　工　業 電　　　機（半導体パッケージ） 八十二 ⑧　1．3％ 一
チ　　　　　ノ　　　　　ン 電　　　機（デジタルカメラ） 八十二 ④　4．2％ 副社長、常務、監査役
ア　ピ　ッ　ク　ヤマ　ダ 機　　械（モールディング装置） 八十二 ④　4．8％ 一
タ　　　　　カ　　　　　ノ その他製品（オフィス椅子） 入十二 一 取　　　締　　　役
日　精樹脂工業 機　械（射　出　成　形　機） 八十二 ⑥　4．8％ 専　　　　　　　務
旭　　松　　食　　品 食料品（凍　豆　腐　ほ　か） 入十二 ②　49％取　　　締　　　役
北　　野　　建　　設 建　　　　　　　　　　　設 八十二 ②　4．6％ 専　　務、　常　　務
エムケーシー・スタット サービス（ソフ　トハウス） 八十二 ⑤　4．9％ 監　　　査　　　役
信　州　ジ　ヤ　ス　コ 小　　　　　売　　　　　業 八十二 ②　4．9％ 一
マ　ル　イ　チ　産商 卸売業（総　合食品問屋） 八十二 ③　4．3％ 取　　　締　　　役
ヤ　　　マ　　　ウ　　　ラ 建　　　　　　　　　　　　設 八十二 ⑥　2．7％ 一
店頭登録企業
サ　　　　ン　　　　コ　　　ー 電機（プレス、メ　カ　トロ） 八十二 ⑥　1．4％ 常勤監査役、監査役
エ　ム　ケ　ー　精工 電機（生活、オート、情報関連） 八十二 ④　5．0％ 一
前　田　製　作　所 建　　　機　　　販　　　売 富士 ③　5．0％ 一
日精工一・エス・ピー機械 機械（プ　ロ　ー成形機） さくら ④　2．5％ 一
日　　置　　電　　機 電　機（各　種テス　タ　ー） 八十二 ④　4．9％ 一
ミ　　　　　ヨ　　　　　タ 電機（低　周波振動子） 八十二 ④　1．3％ 一
ホ　ク　ト　産　業 農　林（ぶ　な　し　め　じ） 八十二 ③　4．9％ 一
高　　　　見　　　　沢 建　設（資　　材　　販　　売） 八十二 ⑥　4．9％ 常　　　　　　　務
な　が　の　東　急 小売業（デ　　パ　　ー　　ト） さくら ③　4．9％ 一
守　　谷　　商　　会 建　　　　　　　　　　　設 八十二 ④　5．0％ 取　　　締　　　役
タ　　　カ　　　チ　　　ホ 卸売業（旅　行みやげ品） 八十二 ③　4．8％ 常務、常勤監査役
マ　　　　　ツ　　　　　ヤ 小売業（食　品ス　ーパー） 八十二 ③　4．9％ 常勤監査役、監査役
サ　　　ン　　　リ　　　ン 卸・小売業（燃　料　商　社） 入十二 ④　4．7％ 一
（註）1．会社四季報（東洋経済）1997年3集ほかに拠る。一印は「なし」または「不明」。
　　2．銀行を除く上場・店頭登録企業（長野県）。
　　3．　これ以降97年度中に新規上場されたものは、日信工業（97／10、ブレーキ部品、メインさくら）、エス・
　　　エス・ブイ（97／10、食品スーパー、メイン八十二）の2社、新規登録されたのは、キョウデン（97／9、
　　　プリント配線基板、メイン日債銀）、長野日本無線（97／10、電源・通信機器、メイン北陸）の2社。
　　　　なお、この間、他県（第1表関連）では、上場は、栃木、静岡、香川の3県に1社つつ、登録は、静岡
　　　5社、埼玉3社のほか福島、石川、岐阜、三重、山ロ、徳島の6県にそれぞれ1社つつある。
関心、②常に成長分野への積極的な展開を図る企
業家精神とフレキシビリティ、③信州人の進取創
造の気風、独立意欲に支えられた質の高い下請企
業群の存在、などが指摘される。
　第2表はこの一つの結実として成長を果たした
県内上場・店頭登録企業をリストアップし、第1
表でみた金融的側面の要点をそれぞれ示したもの
である。
　それをみると、前項、第1表による全国的な優
位の内容が明らかになっていて、改めて八十二銀
行のシェアの大きさが注目される。
　八十二銀行は、メインバンクとして融資面の主
導的な役割を担っていることは言うまでもない
が、持株も従来の独禁法規制の「5％」ルールの
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範囲内で上限近くの保有に努めてきている。ま
た、人的関係についても、上場・登録28社中13社
に同行出身の役員が在任しており、このような地
歩は、地域金融の中核としての明確な経営意志に
基づいて長期間にわたって築きあげられたものと
推察される。
　その背景には、太平洋戦争中に国策として遂行
された「一県一行主義」という地方銀行の合併・
集約の歴史のあることを見逃せない。昭和2年の
金融恐慌を機に62行あった県内本店銀行は7年末
18行まで激減していたが、一県一行主義の推進に
より昭和18年に残る6行が八十二銀行（昭和6年
設立）に統合されたものである。
　これが八十二銀行の高シェアの基盤になってい
ることは事実であるが、こうした制度的要因は全
国にほぼ共通のもので、そこに積極的な意志が仇
かねば達成し得ないものである。因に、「健全経
営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」
というのが八十二銀行の経営理念であり、そこか
らは実体経済をフォローするものとしての役割に
徹しようとするサウンドバンキングの姿勢がうか
がわれる。
　なお、静岡県では、一県一行主義は貫徹せず3
行体制で推移したが、その中で静岡銀行が確固た
る地位を築いている。また、新潟県も2行体制の
中で第四銀行が地歩を固めている。
　長野県下28社の公開時期をみると、上場15社の
うち80年代4社、90年代6社、登録13社では80年
代3社、90年代10社となっていて最近のものが比
較的多く、公開に至るまで長期間にわたってのメ
インバンクの下支えを物語っている。そして、資
金調達の手段が多様化しても、その結びつきは、
都市銀行と大企業との関係とは少しく異なる、言
わば運命共同体的な側面が根強く残っている。
　現在、長野県の主要金融機関は、銀行が八十
二、長野の両行、信用金庫が長野、松本、上田、
諏訪、飯田、伊那、赤穂の七庫、信組で長野県信
用組合、上田商工信用組合ほか、等が挙げられ
る。
　八十二銀行以外の特性をみると、長野銀行の前
身である長野相互銀行は昭和45年に県商工信用組
合が転換したものであること、また、峠によって隔
てられた地域にそれぞれ信用金庫が根付き全国的
に有力視されるものもあること、など、その他大
型単協の存在も含めて共同組織型金融機関の発達
が注目され、八十二銀行と共にこれらが質の高い
中小・下請企業群の支えとなってきたといえる。
　かくして、長野県下の金融機関は、八十二銀行
を軸に、長い規制下にほぼ最適の対応により、い
わぽミクロコスモスを形成して、改革前夜を迎え
たものといえよう。しかし、それがそのまま今後
の優位を保障するものとなるとはいえまい。
若干の展望
　金融ビックバンの捉え方はさまざまで必ずしも
内容が明確ではない。岸本重陳氏によれば、その
いちばん簡潔で正確な定義は「資本市場を金融シ
ステムの中心に据える改革」2）だとされる。
　これは世界的な潮流であって、大型の合併や買
収が相次ぐ投資銀行分野では世界で十の金融機関
しか生き残れないとの見方が多い。わが国でも都
市銀行すら厳しい立場におかれ、さすれば、規模
や先端的な金融技術で劣る地方銀行が大競争に巻
込まれ淘汰されて行くと言う懸念が当然生ずる。
　こうした情勢の中で、大多数の個人預金者、中
堅・中小企業の行動はどのようなものになるの
か。岸本氏は、「中小企業は資金調達上今まで以
上に資本市場に頼らざるを得ないだろう。しか
し、彼らにとって資本市場で随時あるいは適時に
資金調達すると言うことは容易でない」3）と指摘
され、改めて共同組織型の金融機関の役割に言及
されている。
　こうしてみると、二極分化の中で地方銀行が最
も難しい課題に直面しているともいえる。つまり
地域に構築した周密なネットワークをどのような
分野に特化して行くかということになり、その場
合、企業との親密な関係を維持してゆくために
は、とりわけ情報生産・コンサルティング機能が
重視されるのである。
　　　　　　　　　　　（1998．9．30　受理）
註
　1）鈴木淑夫r現代日本金融論』東洋経済新報社
　1974年
2）、3）岸本重陳r金融ビックバン』（岩波ブックレ
　ットNor453）岩波書店　1998年
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